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はじめに 
 

人権とは、人種や国籍、性別、言語にかかわらず、誰もが生まれ

ながらに持っている大切な権利であり、人が人らしく幸福な生活を

営む権利です。しかしながら、私たちの周りには、さまざまな人権

問題が存在しており、人権が尊重される社会の実現のためには、市

民一人ひとりが人権について正しく理解するとともに、自らの課題

として取り組んでいくことが必要です。 

 燕市におきましては、人権に関する課題や問題を総合的に推進す

るために、平成 29年 11 月から 12 月にかけて実施いたしました「人

権に関する意識調査」の結果を踏まえ、人権が尊重されるように、

差別や偏見のない明るい社会の実現を目指して、今後の指針となる

「燕市人権教育・啓発推進計画」を策定いたしました。 

 今後はこの計画に基づき、市民の皆様とともにあらゆる場を通じ

て人権教育・啓発に取り組んでまいりますので、市民の皆様のご理

解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 最後になりましたが、本計画の策定にあたり、多大なご尽力をい

ただきました「燕市人権教育・啓発推進計画策定委員会」の委員の

皆様をはじめ、関係機関や意識調査にご協力をいただいた皆様に心

から感謝申し上げます。 

 

 

 令和元年６月 

 

燕市長 鈴 木  力 
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グラフの見方について 

・回答の比率（％）は、小数点第 2以下を四捨五入しているため、内訳を合計しても

100％に合致しない場合があります。 

・回答の比率（％）は、その設問の回答者数を基礎として算出しています。そのため、

複数回答の場合、選択肢ごとの割合を合計すると 100％を超えることがあります。 


